
【規制の目的】 【規制手段・仕組み】

預金者の保護

金融システムの安定性の確保

健全性の確保
（他業リスクの混入阻止*）

セーフティネット(預金保険制度）の充実

自己資本比率規制

大口融資規制

優越的地位の濫用の防止
（産業支配の防止）
（機関銀行化の防止）

公正取引委員会（独占禁止法）
金融庁（銀行法・保険業法）

利益相反取引の防止* 金融庁（銀行法・保険業法）
証券取引等監視委員会（金融商品取引法）

健全性規制による
リスク管理の厳格化

法令制定時の他業禁止規制の目的と現状における規制手段・仕組み（図１）

1(注) *印に関連して他業禁止規制の目的として「本業専念義務」も挙げられる。



一般事業親会社

日本における銀行・保険会社に対する主な株主規制

銀行持株会社

総資産（一定の資産を除く）の額に占める
子会社株式等の額(注)

50以下 50％超

銀行(子会社） 一般事業親会社 銀行(子会社） 一般事業親会社

保有不可

他業に関する規制なし 他業に関する規制あり
子会社なら業務範囲規制
自己資本比率規制 等

（銀行主要株主の場合） 報告徴求、立入検査
（議決権の50％超保有＝）銀行経営の健全性を確保するための経営計画の提出命令（＝議決権に無関係）議決権

保有割合
5％超

20％以上

50％超

役職員兼職等
の場合は15％

議決権大量保有者

銀行主要株主

届出制、報告徴求、立入検査（重要事項の虚偽記載あり）

・認可制、報告徴求、立入検査(健全・適切な運営確保のため特に必要があるとき)
・措置命令

（子会社） ・認可制、報告徴求、立入検査(健全・適切な運営確保のため)

・措置命令
・経営改善計画の提出命令等

・銀行持株会社子会社(銀行の兄弟会社)の
業務範囲規制（他業禁止）

・持株連結自己資本比率規制、早期是正措置
預金保険法上の「秩序ある処理」

銀行持株会社 SBI地銀HD
(AFSｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ*)

auFHD
ソニーFGI

SBIHD
イオンFS
KDDI㈱

保険業法

保険持株会社

他業に関する
  規制あり

保険持株会社

*印＝2026.5.1にイオンFSはAFSｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝを吸収合併の予定

楽天グループ㈱
ソニー㈱

(注)子会社（国内の会社に限る。）の株式等の取得価額（最終の貸借対照表において別に付した価額があるときは、その価額）の合計額

イオン㈱

（図２）
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・認可制、報告等
・業務範囲規制あり
・連結ソルベン
  シーマージン比率
規制等

SBIIG、楽天IH
auFHD、ソニーFGI

銀行法

銀行主要株主
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